
○農林水産省では、食品産業（食品製造業、食品流通業及び外食産業）団体に対して環境自主行動計画の策定
を慫慂するとともに、毎年度の実施状況の把握等を行うため、平成14年度から「環境自主行動計画フォロー
アップチーム」を設置し、フォローアップを実施。

○フォローアップ結果については、毎年度、食料・農業・農村政策審議会総合食料分科会へ報告・公表。

環境自主行動計画策定団体

［目標指標：CO2排出量］
1．精糖工業会◎

11．全日本菓子協会
12．日本醤油協会

［目標指標：CO2排出原単位］
3．全国清涼飲料工業会◎
4．製粉協会◎
5．日本冷凍食品協会
7．全国ﾏﾖﾈｰｽﾞ･ﾄﾞﾚｯｼﾝｸﾞ類協会
9．日本即席食品工業協会

13．日本植物油協会

［目標指標：ｴﾈﾙｷﾞｰ消費原単位］
2．日本乳業協会◎

10．日本缶詰協会
14．日本ﾊﾑ･ｿｰｾｰｼﾞ工業協同

組合

産業部門

［目標指標：ｴﾈﾙｷﾞｰ消費量］
6．日本加工食品卸協会

［定性的な目標］
8．日本ﾌｰﾄﾞ･ｻｰﾋﾞｽ協会

業務部門

食品産業14団体が策定
（平成17年度）

※1 ◎は、経団連自主行動計
画参加団体。（4団体）

※2 番号は、策定順。

●牛久保 明 邦 東京農業大学国際食料情報学部
教授

有 田 芳 子 主婦連合会環境部会長
高 濱 正 博 （財）食品産業センター参与
中 村 愼一郎 早稲田大学政治経済学部教授
水 口 剛 高崎経済大学経済学部助教授
三 原 翠 ＮＰＯ法人食品保健科学情報交流

協議会常任理事

※●は、座長。

17年度フォローアップチームメンバー

○第1回(17年 8月) 平成17年度のフォローアップの進め方

○第2回(17年12月) フォローアップ調査結果について

○第3回(18年 2月) 主要団体ヒアリング

○第4回(18年 3月) フォローアップ結果取りまとめ

17年度フォローアップチーム会合開催状況
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平成17年度フォローアップにおけるCO2排出削減対策に係る結果等

○食品製造業の全体のCO2排出量1,750万トンに対し、計画策定団体の排出量合計は５５６万トンであり、約３割をカバー。
○平成14年度以降の一部原子力発電所の停止の影響による電力のCO2排出原単位の悪化の影響が残る中、省エネ設備の導入、燃料転嫁の推進等

により①2010年度目標を達成しているのは2団体、このほか、②前年度に比べて排出削減が進んだのは6団体。

（１）CO2排出量を目標とする団体

○食品の安全、消費者の信頼確保の問題へ対応する
ための品質確保の徹底による影響。

○消費者ニーズの多様化へ対応するための少量多品
種生産による影響。

○調理食品の出荷額の増大や外食・中食比率の増加
など、従来、民生部門（家庭での調理）が排出してい
たCO2の一部を産業部門（食品産業）が肩代わりし
て排出している現状。

0.850.860.890.861日本植物油協会

0.940.810.850.881日本即席食品工業協会

0.700.960.980.821全国ﾏﾖﾈｰｽﾞ・ﾄﾞﾚｯｼﾝｸﾞ類協会

0.900.98--1日本冷凍食品協会

0.951.071.121.031製粉協会◎

0.941.081.111.101全国清涼飲料工業会◎

(目標）

2010年度
2004年度2003年度2002年度基準年団体名

（単位：万t-CO2)

＊2010年における基準年比の削減率。

0.951.061-1日本ﾊﾑ・ｿｰｾｰｼﾞ工業協同組合 *

1.001.201.201.101日本缶詰協会

0.951.071.071.081日本乳業協会 *◎

(目標）

2010年度
2004年度2003年度2002年度基準年団体名

（２）CO2排出原単位を目標とする団体 （基準年を１とする。)

（３）エネルギー消費原単位を目標とする団体 （基準年を１とする。)

＊日本乳業協会の基準年は2000年度、日本ﾊﾑ・ｿｰｾｰｼﾞ工業協同組合の基準年は2003年度である。

（4）目標の未達成団体における要因分析

○団体のﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟの下、対策の着実な実施
○未策定団体における策定の推進
○カバー率、精度の向上
○運輸部門等における取組の強化
○情報公開の促進
○消費者と連携した取組の推進 等

（５）今後の課題

○策定団体が1団体（日本パン工業会）増加し、15団体に
○2010年度目標に対する団体別評価の実施

○団体ごとの課題整理
○排出抑制優良事例の紹介 等

（６）１８年度のフォローアップ（3月末を目途に取りまとめ予定）

-6%-2.9%14.6%20.421.019.917.8日本醤油協会

-6%-0.2%0.4%48.949.049.048.7全日本菓子協会

-20%-8.1%-23.8%44.248.146.058.0精糖工業会◎

(目標）*前年比基準年比

2010年度
2004年度2003年度2002年度基準年団体名
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市町村が中心となって、地域のバイオマス利活用の全体プラン「バイオマスタウン構想」を作成し、
その実現に向けて取組む。

バイオマスタウンとは
広く地域の関係者の連携の下、バイオマスの発生から利用までが効率的なプロセスで結ばれた総合的利

活用システムが構築され、安定的かつ適正なバイオマス利活用が行われているか、あるいは今後行われる
ことが見込まれる地域

農場

家畜排せつ物

森林

食品廃棄物

農作物残さ

・発電・発熱
・エタノール、BDF
・プラスチック、素材
・肥飼料化

たい肥、電気

電気、熱、プラスチック

林地残材

一般家庭

食品工場

下水汚泥

施設内、施設間で資源、
エネルギーを融通

バイオマスタウン
「バイオマス・ニッポン総合戦略」平成18年3月閣議決定

（平成２２年で３００市町村を目標）

レストラン

・地域の関係者が協力した
推進体制

・効率的な収集・輸送、変換、
利用のシステム

・地域の多様なバイオマス
を複合的に利用

・無理のない運営

・地域の需要に対応した利
用

変換施設
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７．バイオマスの利活用の推進（バイオマスタウンの構築）



日田市バイオマスタウン構想におけるバイオマス利活用フロー図

●食品残さ(24t/日)、家畜糞尿(50t/日)及び汚
泥(６t/日)を受け入れ、たい肥化、液肥化。

●処理過程で得られるメタンガスを利用し、発電。

●食品残さ(24t/日)、家畜糞尿(50t/日)及び汚
泥(６t/日)を受け入れ、たい肥化、液肥化。

●処理過程で得られるメタンガスを利用し、発電。

ﾊﾞｲｵﾏｽ利活用量 15,000t/年(H18予定)
国費 459百万円

日田市バイオマス資源化センター

豊富なバイオマス資源を背景に循環型社会の構
築を目指す。特に、豚糞尿、生ゴミ、農集排汚泥をメタン発酵処理する
施設をバイオマス利活用の推進を図る中核施設と位置づけ推進する。

大分県日田市
構想公表：平成１７年６月１３日（第３回公表時）

■廃棄物系バイオマス ： ９５％
■未利用バイオマス ： ４０％

人 口 ： ６１，４４２人（平成１６年１０月現在） 世帯数 ： ２１，３９５世帯（平成１６年１０月現在）
総面積 ： ６６６．１９k㎡ 地 理 ： 大分県西部、福岡県・熊本県との県境に位置する市。

事業名：バイオマス利活用フロンティア整備事業
バイオマスの環づくり交付金

バイオマスタウン構想事
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岡山県岡山県

真庭市
新見市

石川県石川県

七尾市

沖縄県沖縄県

伊江村

北海道北海道

留萌市
旧瀬棚町(現せたな町)
旧大滝村(現伊達市)
三笠市
中札内村
旧東藻琴村(現大空町)
別海町
鹿追町
滝川市
厚沢部町
帯広市
白老町

青森県青森県

旧市浦村(現五所川原市)
青森市
藤崎町

千葉県千葉県

旧山武町(現山武市)
白井市

新潟県新潟県

旧中条町(現胎内市)
上越市
柏崎市

京都府京都府

旧夜久野町(現福知山市)
南丹市八木町地区

鳥取県鳥取県

大山町

福岡県福岡県

大木町

岩手県岩手県

紫波町
遠野市

宮城県宮城県

川崎町

秋田県秋田県

小坂町

山形県山形県

新庄市
旧立川町(現庄内町)
旧藤島町(現鶴岡市)
鮭川村
村山市
西川町

福島県福島県

富岡町

長野県長野県

旧三郷村(現安曇野市)
千曲市
旧長谷村(現伊那市)

兵庫県兵庫県

加西市
洲本市

高知県高知県

梼原町
春野町

福井県福井県

若狭町
旧美山町(現福井市)
旧和泉村(現大野市)

長崎県長崎県

西海市

熊本県熊本県

旧白水村(現南阿蘇村)
水俣市

鹿児島県鹿児島県

南大隅町

宮崎県宮崎県

小林市
門川町

大分県大分県

日田市

栃木県栃木県

茂木町

東京都東京都

あきるの市

神奈川県神奈川県

三浦市

山梨県山梨県

早川町
山梨市

滋賀県滋賀県

米原市

佐賀県佐賀県

伊万里市

群馬県群馬県

川場村

広島県広島県

庄原市
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